
「留学生の在留管理について」

令 和 ７ 年 ２ 月 ２ ６ 日

東京出入国在留管理局

留 学 審 査 部 門

１ 在留管理制度

（１）出入国港での手続

（２）ア 市区町村での手続

イ 地方出入国在留管理官署での手続

（３）所属機関に関する届出

（４）中長期在留者の受入れに関する届出

２ 在留審査

（１）在留期間更新許可、在留資格変更許可

（２）特例期間

（３）資格外活動許可

３ 在留資格の取消し

４ 申請等取次制度
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所属（活動）機関に関する届出（教授、高

度専門職１号ハ、行動専門職２号（ハ）、

経営・管理、法律・会計業務、医療、教

育、企業内転勤、技能実習、留学、研修） 

●手続根拠 

出入国管理及び難民認定法第１９条の１６第１号 

●手続対象者 

活動機関の名称若しくは所在地の変更若しくはその消滅又は活動機関からの離脱、

移籍があった教授、高度専門職１号ハ、高度専門職２号（ハ）、経営・管理、法律・会

計業務、医療、教育、企業内転勤、技能実習、留学又は研修の在留資格を有する中

長期在留者 

●届出期間 

上記の事由が生じた日から１４日以内 

●届出者 

中長期在留者本人 

●届出事項 

中長期在留者の氏名、生年月日、性別、国籍・地域、住居地及び在留カード番号の

共通記載事項に加え、以下の場合に応じてそれぞれ必要となる届出事項を記載して

ください。 
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１． 活動機関から離脱した場合の届出 

転職、退職、卒業などにより、これまでの活動機関での活動を終えた場合の届

出です。 

・活動機関から離脱した年月日 

・離脱した活動機関の名称及び所在地 

２． 活動機関の移籍があった場合の届出 

転職や進学などにより、新しい活動機関に移った場合の届出です。 

  ・新たな活動機関に移籍した年月日 

  ・移籍する前の活動機関の名称及び所在地 

  ・新たな活動機関の名称及び所在地 

  ・新たな活動機関における活動の内容（留学の在留資格をもって本邦に在

留する中長期在留者を除く。） 

３． 活動機関の名称変更の場合の届出 

現在所属している活動機関の名前が変わったときの届出です。 

  ・活動機関の名称が変更した年月日 

  ・活動機関の変更前の名称及び所在地 

  ・活動機関の変更後の名称 

４． 活動機関の所在地変更の場合の届出 

現在所属している活動機関の所在地が変わったときの届出です。 

  ・活動機関の所在地が変更した年月日 

  ・活動機関の名称及び変更前の所在地 
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 ・活動機関の変更後の所在地 

５． 活動機関の消滅の場合の届出 

現在所属している活動機関が廃業した場合の届出です。 

  ・活動機関が消滅した年月日 

  ・消滅した活動機関の名称及び消滅時の所在地 

●届出方法 

届出には、以下の３つの方法がありますが、インターネットによる届出が便利です。 

１． インターネットによる場合 

出入国在留管理庁電子届出システムを利用して、２４時間、３６５日、オンライ

ンで届出を行うことができるほか（地方出入国在留管理官署の窓口に行く必要

はありません）、届出を行った履歴や処理状況が確認できます。 

はじめて利用する際は、利用者情報登録を行う必要があります。 

※届出事項を証する資料の提出は必要ありません。 

２．窓口に持参する場合 

最寄りの地方出入国在留管理官署において、在留カードを提示の上で、届出書

を提出してください。 

受付時間は、手続により曜日または時間が設定されている場合がありますの

で、地方出入国在留管理官署又は外国人在留総合インフォメーションセンター

にお問い合わせください。 

※届出事項を証する資料の提出は必要ありません。 

※届出事項が記載されていれば、届出書の様式は問いませんが、届出事由に

応じた届出書参考様式を使用していただくと便利です。 

３．郵送の場合 



資料２ 

 

届出書と在留カードの写しを同封し、封筒の表面に朱書きで「届出書在中」又は

「ＮＯＴＩＦＩＣＡＴＩＯＮ ＥＮＣＬＯＳＥＤ」と記載の上、次の宛先に送付してください。 

（郵送先）〒１６０－０００４ 東京都新宿区四谷１丁目６番１号四谷タワー１４階 

東京出入国在留管理局在留調査部門届出受付担当 

※郵送で届出を行った場合は、届出を受け付けた旨の連絡等はしていませんの

で、配達状況の記録が残る・追跡確認ができる方法での発送をお薦めしていま

す。 

※届出事項を証する資料の提出は必要ありません。 

※届出事項が記載されていれば、届出書の様式は問いませんが、届出事由に

応じた届出書参考様式を使用していただくと便利です。 
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在留資格の変更、在留期間の更新許可のガイドライン

出 入 国 在 留 管 理 庁

平成２０年３月策定

（最終改正令和６年１０月）

在留資格の変更及び在留期間の更新は、出入国管理及び難民認定法（ 以下「入管法」

という。）により、法務大臣が適当と認めるに足りる相当の理由があるときに限り許可

することとされており、この相当の理由があるか否かの判断は、専ら法務大臣の自由な

裁量に委ねられ、申請者の行おうとする活動、在留の状況、在留の必要性等を総合的に

勘案して行っているところ、この判断に当たっては、以下のような事項を考慮します。

ただし、以下の事項のうち、１の在留資格該当性については、許可する際に必要な要

件となります。また、２の上陸許可基準については、原則として適合していることが求

められます。３以下の事項については、適当と認める相当の理由があるか否かの判断に

当たっての代表的な考慮要素であり、これらの事項にすべて該当する場合であっても、

すべての事情を総合的に考慮した結果、変更又は更新を許可しないこともあります。

なお、社会保険への加入の促進を図るため、平成２２（２０１０）年４月１日から申

請時に窓口において健康保険証の提示を求めています。

（注）令和６年１２月２日、健康保険証の発行が廃止されることから、同日以降、健康

保険証を所持していない者については、スマートフォン等によるマイナポータルの

「資格情報」画面の提示、「資格情報のお知らせ」又は「資格確認書」の提示を求

めます。

なお、健康保険証等を提示できないことで在留資格の変更又は在留期間の更新を

不許可とすることはありません。

１ 行おうとする活動が申請に係る入管法別表に掲げる在留資格に該当すること

申請人である外国人が行おうとする活動が、入管法別表第一に掲げる在留資格につ

いては同表の下欄に掲げる活動、入管法別表第二に掲げる在留資格については同表の

下欄に掲げる身分又は地位を有する者としての活動であることが必要となります。

２ 法務省令で定める上陸許可基準等に適合していること

法務省令で定める上陸許可基準は、外国人が日本に入国する際の上陸審査の基準で

すが、入管法別表第１の２の表又は４の表に掲げる在留資格の下欄に掲げる活動を行

おうとする者については、在留資格変更及び在留期間更新に当たっても、原則として

上陸許可基準に適合していることが求められます。
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また、在留資格「特定活動」については「出入国管理及び難民認定法第七条第一項

第二号の規定に基づき同法別表第一の五の表の下欄に掲げる活動を定める件」（特定

活動告示）に該当するとして、在留資格「定住者」については「出入国管理及び難民

認定法第七条第一項第二号の規定に基づき同法別表第二の定住者の項の下欄に掲げる

地位を定める件」（定住者告示）に該当するとして、上陸を許可され在留している場

合は、原則として引き続き同告示に定める要件に該当することを要します。

ただし、申請人の年齢や扶養を受けていること等の要件については、年齢を重ねた

り、扶養を受ける状況が消滅する等、我が国入国後の事情の変更により、適合しなく

なることがありますが、このことにより直ちに在留期間更新が不許可となるものでは

ありません。

３ 現に有する在留資格に応じた活動を行っていたこと

申請人である外国人が、現に有する在留資格に応じた活動を行っていたことが必要

です。例えば、失踪した技能実習生や、除籍・退学後も在留を継続していた留学生に

ついては、現に有する在留資格に応じた活動を行わないで在留していたことについて

正当な理由がある場合を除き、消極的な要素として評価されます。

４ 素行が不良でないこと

素行については、善良であることが前提となり、良好でない場合には消極的な要素

として評価され、具体的には、退去強制事由に準ずるような刑事処分を受けた行為、

不法就労をあっせんするなど出入国在留管理行政上看過することのできない行為を行

った場合は、素行が不良であると判断されることとなります。

５ 独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有すること

申請人の生活状況として、日常生活において公共の負担となっておらず、かつ、そ

の有する資産又は技能等から見て将来において安定した生活が見込まれること（世帯

単位で認められれば足ります。）が求められますが、仮に公共の負担となっている場

合であっても、在留を認めるべき人道上の理由が認められる場合には、その理由を十

分勘案して判断することとなります。

６ 雇用・労働条件が適正であること

我が国で就労している（しようとする）場合には、アルバイトを含めその雇用・労

働条件が、労働関係法規に適合していることが必要です。

なお、労働関係法規違反により勧告等が行われたことが判明した場合は、通常、申

請人である外国人に責はないため、この点を十分に勘案して判断することとなります。



７ 納税義務等を履行していること

納税の義務がある場合には、当該納税義務を履行していることが求められ、履行し

ていない場合には消極的な要素として評価されます。例えば、納税義務の不履行によ

り刑を受けている場合は、納税義務を履行していないと判断されます。

なお、刑を受けていなくても、高額の未納や長期間の未納などが判明した場合も、

悪質なものについては同様に取り扱います。

また、国民健康保険料など、法令によって納付することとされているものについて、

高額の未納や長期間の未納などが判明した場合も、悪質なものについては同様に取り

扱います。

８ 入管法に定める届出等の義務を履行していること

入管法上の在留資格をもって我が国に中長期間在留する外国人の方は、入管法第

１９条の７から第１９条の１３まで、第１９条の１５及び第１９条の１６に規定する

在留カードの記載事項に係る届出、在留カードの有効期間更新申請、紛失等による在

留カードの再交付申請、在留カードの返納、所属機関等に関する届出などの義務を履

行していることが必要です。

<中長期在留者の範囲>

入管法上の在留資格をもって我が国に中長期間在留する外国人で、次の①～⑤の

いずれにも該当しない人

①「３月」以下の在留期間が決定された人

②「短期滞在」の在留資格が決定された人

③「外交」又は「公用」の在留資格が決定された人

④ ①～③の外国人に準じるものとして法務省令で定める人

⑤ 特別永住者
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資格外活動として行おうとする活動内容に応じて，以下のとおりの許可を受けてください。
なお，包括許可と個別許可の両方の許可を受けることも可能です。
すでにどちらかの許可をお持ちの方が，追加でもう一方の許可を申請することも可能です。
申請書はこちら（ 【ＰＤＦ】 【ＥＸＣＥＬ】 ）をご参照ください。（※申請書は，包括許可・個別許可で共通の申請
書となります。）

１週について２８時間以内（教育機関の長期休業期間にあっては，１日について８時間以内）の収入を伴う事業を運営
する活動（注）又は報酬を受ける活動を行う場合は，資格外活動の包括許可が必要となります。

（注）包括許可における「事業を運営する活動」とは，雇用契約書等により従事しようとする時間が明確である管理者
等としての活動のほか，個人事業主として配達等の依頼を受注し，成果に応じた報酬を得る活動で，稼働時間を客観的
に確認することができるものを指します。
これに該当しない場合は，下記２の資格外活動の個別許可が必要となります。

【必要書類】
・申請書のみ

次のいずれかに該当する場合，活動を行う本邦の公私の機関の名称及び業務内容，その他必要な事項を定めて個々に許
可されます。
なお，原則として，資格外活動許可の要件の一般原則のいずれにも適合している必要があります。
（１）就職活動の一環として職業体験を目的とするインターンシップに従事する場合
　ア　対象となる方
　（ア）在留資格「留学」をもって大学（短期大学を除く。）に在籍し，インターンシップを行う年度末で修業年度を
終える方で，かつ，卒業に必要な単位をほぼ修得している方
　　※　卒業に必要な単位のうち，９割以上の単位を取得した大学４年生が想定されます。
　（イ）在留資格「留学」をもって大学院に在籍し，インターンシップを行う年度末で修業年度を終える方
　　※　修士２年生又は博士３年生が想定されます。
　　（注）上記に該当しない場合であっても，単位を取得するために必要な実習等，専攻科目と密接な関係がある場合
等には，１週について２８時間を超える資格外活動許可を受けることができます。

　イ　必要書類
　・申請書
　・活動予定機関が作成した資格外活動について証明する文書，または，活動予定機関との契約書（具体的な活動内
容，活動期間及び活動時間，活動場所並びに報酬等の待遇が記載されているもの）
　・大学生・大学院生の方は，在学する大学からの在学証明書
　・大学生の方は，卒業に必要な単位数及びその修得状況が確認できる文書（成績証明書等）

（２）次のいずれかに該当する場合
　ア　申請に係る活動が語学教師，通訳，家庭教師その他留学生と密接な関係にある職種又は社会通念上学生が通常
行っているアルバイトの範囲内にある職種であること。

「留学」の在留資格に係る資格外活動許可について

１　包括許可（１週について２８時間以内で稼働する場合）

２　個別許可（包括許可の範囲外の活動に従事する場合）
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　イ　本邦での起業を目的とした準備活動であること。

【必要書類】
　・申請書
　・活動内容や活動時間，報酬等について説明する文書（任意様式）

（１）個人事業主等として活動する場合等，客観的に稼働時間を確認することが困難である活動に従事する場合は資格
外活動の個別許可が必要となります。

（注）雇用契約書等により従事しようとする時間が明確である管理者等としての活動のほか，個人事業主として配達等
の依頼を受注し，成果に応じた報酬を得る活動を行う場合についても，稼働時間を客観的に確認することができるもの
については，上記１の包括許可のみで就労可能です。
（注）資格外活動として事業を運営する活動に従事する場合とは，単独で比較的小規模な事業の運営を行う場合等を想
定しているものであり，新たに法人を設立する場合や従業員を雇用する場合，事業所を設けて活動する場合等は，その
形態から「経営・管理」の在留資格への変更が必要となります。

【必要書類】
・申請書
・当該事業の運営に係る計画について説明する文書（任意様式）

（２） 業務委託契約や請負契約等を結んで稼働する場合
業務委託契約や請負契約等により，標準的に従事することとなる労働時間が明確でない場合，資格外活動の個別許可が
必要となります。

（注）当該契約について標準的に従事することとなる労働時間が明確である場合は，上記１の資格外活動の包括許可の
みで就労可能です。

【必要書類】
・申請書
・当該契約内容について説明する文書（任意様式）

（３）「文化活動」の在留資格をもって在留する方のうち，次に該当する方は，原則として「留学」の在留資格に係る
取扱いに準じます。
いわゆる外国大学の日本分校，日本研究センターまたは国立研究開発法人等において留学生と同様の活動を行っている
方。

３　その他



Administrator
テキストボックス
資料７





【広報資料】

令和５年の「在留資格取消件数」について
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【広報資料】

令 和 ６ 年 ３ 月

出入国在留管理庁

令和５年の在留資格取消件数について

在留資格取消制度は、我が国に在留する外国人が出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」

という。）第２２条の４第１項各号に定める取消事由に該当する疑いがある場合に、意見聴取の

手続（同条第２項）等を経た上で、法定の取消事由に該当することが明らかな場合には、当該外

国人が現に有する在留資格を取り消すことができる制度である。

令和５年に在留資格を取り消した件数、出国による終止件数及び具体例は次のとおりである。

１ 在留資格取消件数

令和５年の在留資格取消件数は１，２４０件であり、令和４年の１，１２５件と比べると１

０．２％の増加となった。

令和５年の在留資格取消件数について、在留資格別にみると、「技能実習」が９８３件（７

９．３％）と最も多く、次いで、「留学」が１８３件（１４．８％）、「技術・人文知識・国

際業務」が３２件（２．６％）となっている。

国籍・地域別にみると、ベトナムが８１２件（６５．５％）と最も多く、次いで、中国（注

１）が２２０件（１７．７％）、インドネシアが５７件（４．６％）となっている。

なお、取消事由適用件数をみると、第６号が１，０４９件（８４．５％）と最も多く、次い

で、第５号が１２８件（１０．３％）、第２号が４２件（３．４％）となっている（注２）。

（表１）在留資格別 在留資格取消件数の推移（令和元年～令和５年）

平成３１年

令和元年
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

　公用 － － １ － －

　宗教 － ２ － － －

　経営・管理 ２１ ８ ５ １ －

　技術・人文知識・国際業務 ５１ ２９ １１ ２３ ３２

　企業内転勤 ２ １ － １ ４

　技能 ４ ６ ６ ４ １

　特定技能１号 － ４ ２ ７ ６

　技能実習１号イ － － １ － －

　技能実習１号ロ ６０ １１７ ５４ ８ ６２２

　技能実習２号イ ２ － ３ １ －

　技能実習２号ロ ２７２ ４２７ ５１７ ８４７ ２７２

　技能実習３号イ － － － １ －

　技能実習３号ロ ２ １７ １０ ４４ ８９

　短期滞在 ２２ － － １ ５

　留学 ４２７ ５２４ １５７ １６３ １８３

　家族滞在 ３９ ２５ ４ ２ ６

　特定活動 ３ ５ ２ ２ １

　永住者 ９ ３ ８ ２ －

　日本人の配偶者等 ５１ ２８ １８ １４ １６

　永住者の配偶者等 １７ １０ １ ３ ２

　定住者 １１ ４ － １ １

計 ９９３ １２１０ ８００ １１２５ １２４０



平成３１年

　令和元年　
　令和２年　 　令和３年　 　令和４年　 　令和５年　

　第１号 ４３ １２ ３ ７ ８

　第２号 ９１ ６８ ３６ ２８ ４２

旧第３号（注３） １０ ２ ２ － －

　第３号 ２０ ６ ７ ９ １１

　第４号 － － － － －

　第５号 ３７７ ６１６ ２５３ １６１ １２８

　第６号 ４３１ ４９３ ４９６ ９１７ １０４９

　第７号 ２２ １３ ３ ３ ２

　第８号 － － － － １

　第９号 １ － － － －

　第１０号 － － － － －

計 ９９５ １２１０ ８００ １１２５ １２４１
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（表２）国籍・地域別の在留資格取消しを行った在留資格（令和５年）

（表３）取消事由別の在留資格取消しを行った在留資格（令和５年）

（表４）在留資格取消しにおける取消事由適用件数の推移（令和元年～令和５年）（注２）

（注１）中国には、台湾、中国（香港）及び中国（その他）は含まない。
（注２）出入国管理及び難民認定法第２２条の４第１項各号の複数に該当して取り消したものを含

め、該当する各号に件数を計上しているため、在留資格取消件数とは一致しない場合がある。
（注３）出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律（平成２８年法律第８８号）により旧第

２号及び旧第３号が現行の第２号に統合されたが、平成２９年１月１日より前に受けた上陸
許可等については、旧第３号の適用がある。

技術・

人文知

識・国

際業務

企業内

転勤
技能

特定

技能

１号

技能

実習

１号ロ

技能

実習

２号ロ

技能

実習

３号ロ

短期

滞在
留学

家族

滞在

特定

活動

日本人

の配偶

者等

永住者

の配偶

者等

定住者 計

　第１号 ２ － － － － － － ４ － － － １ － １ ８

　第２号 １９ － １ １ ２ － １ － － ２ － １４ １ － ４１

　第３号 ５ ４ － － － － － １ １ － － － － － １１

　第５号 ５ － － ３ ４１ １２ １０ － ５６ － １ － － － １２８

　第６号 － － － ２ ５７９ ２６０ ７８ － １２６ ４ － － － － １０４９

　第７号 － － － － － － － － － － － １ １ － ２

  第２号及び

  第８号の並立
１ － － － － － － － － － － － － － １

計 ３２ ４ １ ６ ６２２ ２７２ ８９ ５ １８３ ６ １ １６ ２ １ １２４０

技術・

人文知

識・国

際業務

企業内

転勤
技能

特定

技能

１号

技能

実習

１号ロ

技能

実習

２号ロ

技能

実習

３号ロ

短期

滞在
留学

家族

滞在

特定

活動

日本人

の配偶

者等

永住者

の配偶

者等

定住者 計

　ベトナム ９ － － ４ ３８４ ２２２ ６５ － １２１ ３ １ ２ １ － ８１２

　中国（注１） １２ － － １ １３９ ２８ １３ － １７ １ － ８ １ － ２２０

　インドネシア ２ － － １ ４１ １ ４ － ８ － － － － － ５７

　カンボジア － － － － ２４ １５ ５ － － － － － － － ４４

　ネパール １ － １ － ３ １ － － １２ １ － － － － １９

　フィリピン － － － － １０ － １ － － － － ５ － １ １７

　スリランカ ４ ４ － － － １ － － ７ － － － － － １６

　その他 ４ － － － ２１ ４ １ ５ １８ １ － １ － － ５５

計 ３２ ４ １ ６ ６２２ ２７２ ８９ ５ １８３ ６ １ １６ ２ １ １２４０
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２ 出国による終止件数

在留資格取消手続を開始した（注４）が、手続中に対象者が出国したため取消処分に至らず、

令和５年に終止処分とした件数は、６３６件（うち、意見聴取通知書の送達完了後に出国した

ものは１４３件）であった。

（表５）出国による終止件数の推移（令和元年～令和５年）

（注４）取消事由に該当する疑いがある者がいる場合、地方出入国在留管理局長が在留資格取消手
続の開始の可否を決定し、同手続を開始する場合は在留資格取消台帳に登載する。この時点
をもって、在留資格取消手続の件数として計上している。

３ 具体例

令和５年に在留資格を取り消したものの具体例は次のとおりである。

○ 入管法第２２条の４第１項第１号

上陸拒否事由に該当しないものと偽り、上陸許可を受けたこと

【事例】

・ 過去に退去強制されたことから上陸拒否事由に該当していたものの、退去強制歴を秘

匿するなどして上陸拒否事由に該当しない旨偽って上陸許可を受けた。

○ 入管法第２２条の４第１項第２号

第１号に掲げるもののほか、偽りその他不正の手段により、上陸許可等を受けたこと

【事例】

・ 在留資格「日本人の配偶者等」を得るため、日本人との婚姻を偽装し、日本人配偶者

との婚姻実態があるかのように装う内容虚偽の在留期間更新許可申請書を提出して同許

可を受けた。

・ 在留資格「技術・人文知識・国際業務」を得るため、実際の学歴とは異なる学歴を記

載した内容虚偽の在留資格変更許可申請書を提出して同許可を受けた。

○ 入管法第２２条の４第１項第３号

第１号及び第２号に掲げるもののほか、不実の記載のある文書又は図画の提出又は提示

により、上陸許可等を受けたこと

【事例】

・ 在留資格「技術・人文知識・国際業務」に係る在留期間更新許可に際し、稼働実態の

ない雇用先を記載した不実の記載のある在留期間更新許可申請書を提出して同許可を受

けた。

○ 入管法第２２条の４第１項第５号

入管法別表第１の在留資格をもって在留する者が、正当な理由なく在留資格に応じた活

動を行っておらず、かつ、他の活動を行い又は行おうとして在留していること

【事例】

平成３１年

令和元年
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

意見聴取通知書送達未了 ４３４ ２２９ １７１ ３５５ ４９３

意見聴取通知書送達完了 １８８ １０２ ３２ ７７ １４３

計 ６２２ ３３１ ２０３ ４３２ ６３６
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・ 在留資格「留学」をもって在留する者が、学校を除籍された後、当該在留資格に応じ

た活動を行うことなくアルバイトを行って在留していた。

・ 在留資格「技能実習」をもって在留する者が、実習先から失踪し、当該在留資格に応

じた活動を行うことなく他の会社で稼働して在留していた。

○ 入管法第２２条の４第１項第６号

入管法別表第１の在留資格をもって在留する者が、正当な理由なく在留資格に応じた活

動を３月（高度専門職は６月）以上行わないで在留していること

【事例】

・ 在留資格「技能実習」をもって在留する者が、実習先から失踪し、当該在留資格に応

じた活動を行うことなく３か月以上本邦に在留していた。

・ 在留資格「留学」をもって在留する者が、学校を除籍された後、当該在留資格に応じ

た活動を行うことなく３か月以上本邦に在留していた。

○ 入管法第２２条の４第１項第７号

「日本人の配偶者等」又は「永住者の配偶者等」の在留資格を有する者が、正当な理由

なく在留資格に応じた活動を６月以上行わないで在留していること

【事例】

・ 在留資格「日本人の配偶者等」をもって在留している者が、日本人配偶者と離婚した

後も引き続き、６か月以上本邦に在留していた。

○ 入管法第２２条の４第１項第８号

上陸許可等を受けて新たに中長期在留者となった者が、９０日以内に住居地を届け出な

いこと

【事例】

・ 在留資格「技術・人文知識・国際業務」の上陸許可を受けた者が、上陸許可を受けた

日から９０日以内に住居地を届け出なかった。
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【参考】出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）（抄）

（在留資格の取消し）

第二十二条の四 法務大臣は、別表第一又は別表第二の上欄の在留資格をもつて本邦に在留する

外国人（第六十一条の二第一項に規定する難民の認定又は同条第二項に規定する補完的保護対

象者の認定を受けている者を除く。）について、次の各号に掲げる事実のいずれかが判明した

ときは、法務省令で定める手続により、当該外国人が現に有する在留資格を取り消すことがで

きる。

一 偽りその他不正の手段により、当該外国人が第五条第一項各号のいずれにも該当しないも

のとして、前章第一節又は第二節の規定による上陸許可の証印（第九条第四項の規定による

記録を含む。次号において同じ。）又は許可を受けたこと。

二 前号に掲げるもののほか、偽りその他不正の手段により、上陸許可の証印等（前章第一節

若しくは第二節の規定による上陸許可の証印若しくは許可（在留資格の決定を伴うものに限

る。）又はこの節の規定による許可をいい、これらが二以上ある場合には直近のものをいう

ものとする。以下この項において同じ。）を受けたこと。

三 前二号に掲げるもののほか、不実の記載のある文書（不実の記載のある文書又は図画の提

出又は提示により交付を受けた在留資格認定証明書及び不実の記載のある文書又は図画の提

出又は提示により旅券に受けた査証を含む。）又は図画の提出又は提示により、上陸許可の

証印等を受けたこと。

四 偽りその他不正の手段により、第五十条第一項又は第六十一条の二の二第二項の規定によ

る許可を受けたこと（当該許可の後、これらの規定による許可又は上陸許可の証印等を受け

た場合を除く。）。

五 別表第一の上欄の在留資格をもつて在留する者が、当該在留資格に応じ同表の下欄に掲げ

る活動を行つておらず、かつ、他の活動を行い又は行おうとして在留していること（正当な

理由がある場合を除く。）。

六 別表第一の上欄の在留資格をもつて在留する者が、当該在留資格に応じ同表の下欄に掲げ

る活動を継続して三月（高度専門職の在留資格（別表第一の二の表の高度専門職の項の下欄

第二号に係るものに限る。）をもつて在留する者にあつては、六月）以上行わないで在留し

ていること（当該活動を行わないで在留していることにつき正当な理由がある場合を除

く。）。

七 日本人の配偶者等の在留資格（日本人の配偶者の身分を有する者（兼ねて日本人の特別養

子（民法（明治二十九年法律第八十九号）第八百十七条の二の規定による特別養子をいう。

以下同じ。）又は日本人の子として出生した者の身分を有する者を除く。）に係るものに限

る。）をもつて在留する者又は永住者の配偶者等の在留資格（永住者等の配偶者の身分を有

する者（兼ねて永住者等の子として本邦で出生しその後引き続き本邦に在留している者の身

分を有する者を除く。）に係るものに限る。）をもつて在留する者が、その配偶者の身分を

有する者としての活動を継続して六月以上行わないで在留していること（当該活動を行わな

いで在留していることにつき正当な理由がある場合を除く。）。

八 前章第一節若しくは第二節の規定による上陸許可の証印若しくは許可、この節の規定によ

る許可又は第五十条第一項若しくは第六十一条の二の二第二項の規定による許可を受けて、

新たに中長期在留者となつた者が、当該上陸許可の証印又は許可を受けた日から九十日以内

に、出入国在留管理庁長官に、住居地の届出をしないこと（届出をしないことにつき正当な

理由がある場合を除く。）。

九 中長期在留者が、出入国在留管理庁長官に届け出た住居地から退去した場合において、当

該退去の日から九十日以内に、出入国在留管理庁長官に、新住居地の届出をしないこと（届

出をしないことにつき正当な理由がある場合を除く。）。
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十 中長期在留者が、出入国在留管理庁長官に、虚偽の住居地を届け出たこと。

２ 法務大臣は、前項の規定による在留資格の取消しをしようとするときは、その指定する入国

審査官に、当該外国人の意見を聴取させなければならない。

３ 法務大臣は、前項の意見の聴取をさせるときは、あらかじめ、意見の聴取の期日及び場所並

びに取消しの原因となる事実を記載した意見聴取通知書を当該外国人に送達しなければならな

い。ただし、急速を要するときは、当該通知書に記載すべき事項を入国審査官又は入国警備官

に口頭で通知させてこれを行うことができる。

４ 当該外国人又はその者の代理人は、前項の期日に出頭して、意見を述べ、及び証拠を提出す

ることができる。

５ 法務大臣は、当該外国人が正当な理由がなくて第二項の意見の聴取に応じないときは、同項

の規定にかかわらず、意見の聴取を行わないで、第一項の規定による在留資格の取消しをする

ことができる。

６ 在留資格の取消しは、法務大臣が在留資格取消通知書を送達して行う。

７ 法務大臣は、第一項（第一号及び第二号を除く。）の規定により在留資格を取り消す場合に

は、三十日を超えない範囲内で当該外国人が出国するために必要な期間を指定するものとする。

ただし、同項（第五号に係るものに限る。）の規定により在留資格を取り消す場合において、

当該外国人が逃亡すると疑うに足りる相当の理由がある場合は、この限りでない。

８ 法務大臣は、前項本文の規定により期間を指定する場合には、法務省令で定めるところによ

り、当該外国人に対し、住居及び行動範囲の制限その他必要と認める条件を付することができ

る。

９ 法務大臣は、第六項に規定する在留資格取消通知書に第七項本文の規定により指定された期

間及び前項の規定により付された条件を記載しなければならない。



申請等取次制度の概要 出 入 国 在 留 管 理 庁

申請等取次制度とは
◇ 在留期間更新許可申請等の在留諸申請や在留カードの記載事項変更等の手続については、地方出入国在留管理局への本人出頭を原則としている。
◇ 本人出頭の原則の例外として、法定代理人などの代理人が申請を行うケースのほか、申請・届出案件の増加による窓口の混雑緩和や申請人・届出人の負担軽減等
のため、一定の者については、外国人本人の申請等の取次ぎを行うことを可能とする申請等取次制度を定めている。

令 和 ４ 年 ６ 月

取次ぎを行える者 申請等取次者
となるための手続

出頭を免ぜられる者 申請等取次範囲
（主たる手続）

受入れ機関等の職員 地方出入国在留管理局長へ
申請等取次ぎの申出を行い、
適当と認められること（注１）

（注１）①これまでに入管法に違反する
行為その他外国人の入国・在留管理上
申請等の取次ぎを承認することが相当
でない行為を行ったことがないなど信用
できる者であること、②外国人の入国・
在留手続に関する知識を有していると
認められる者であること、などの条件を

満たす必要がある。

・当該機関に受け入れられている又は受け
入れられようとしている外国人

・上記外国人の扶養を受ける配偶者又は子
で当該外国人と同居する者（注２）

※当該機関が監理団体の許可を受けている場合

上記に加えて当該機関が実習監理を行っている又は
行おうとしている技能実習生

※当該機関が登録支援機関として登録されている場
合

上記に加えて当該機関が支援を行っている又は行お
うとしている１号特定技能外国人

※旅行業者については、旅行手続の依頼を受けた外
国人に係る再入国許可申請を取り次ぐことができる。

（注２）以下の者をいう。
①公用の在留資格をもって在留する外国人又は在留しよう
とする外国人と同一の世帯に属する家族の構成員としての
活動を行うとして、同在留資格をもって在留する者又は在留
しようとする者

②家族滞在の在留資格をもって在留する者又は在留しようと
する者

③当該外国人の扶養を受ける日常的な活動を指定されて特
定活動の在留資格をもって在留する者又は在留しようとする
者

④当該外国人の扶養を受ける配偶者又は子であって法別表
第二の在留資格をもって在留する者又は在留しようとする者

・在留資格認定証明書交付申請（注３）
・在留期間更新許可申請
・在留資格変更許可申請
・再入国許可申請
・在留カードの有効期間更新申請
・在留カードの住居地以外の記載事項変更届出
・在留カードの再交付申請
・在留カードの受領 等

（注３）受入れ機関等及び旅行業者の職員は、申請等取次ぎでは
なく、「代理人」として申請を行うことが可能

旅行業者の職員

公益法人の職員
申請等の取次ぎを依頼した外国人

（在留資格認定証明書交付申請においては、
当該外国人の代理人）

弁護士 所属する弁護士会・行政書士
会を経由して地方出入国在留
管理局長に届出をすること行政書士
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① 国籍 ① 申請人の

② 氏名 ① 期間 入学年月日

③ 性別 ② 在籍区分 ② 申請人の

④ 生年月日 ③ 卒業予定年月日

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

① ① ①

② ～ ②

③ ②

④ 生 ③ (ア： 単位 イ： 単位)

受理日

処理日

年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日

申請番号

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

在学状況

(　　　　　)

同時申請

年　　月　　日

年　　月　　日

申請取次者氏名

学校名

℡

番

号

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

取得単位数(ア:全期間、イ:直近1年間)

年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日

申請者リスト（期間更新：大学用）

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

受領日 署名

年　　月　　日 年　　月　　日

(　　　　　)

注１　 同リストは、在学・出席証明書等と同等の扱いとなりますので、身分事項・在学状況・卒業予定は
　　　 正確に記載願います。在留期間満了日から卒業までの残余期間が７か月未満になっている場合は、
　　　 「□残り７月未満」にチェック（☑）願います。

注２  在学状況欄には前回更新・変更許可後の在籍期間を記入してください。

年　　月　　日

年　　月　　日

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満

男 女 学部 院 研究 聴講 資格外

残り7月未満
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令和 年 月 日

東京出入国在留管理局 留学審査部門 行き

（FAX番号：０３－５７９６－７１３１）

学 校 名

電話番号

ＦＡＸ番号

予約担当者

在留カード・証印受領予約票（学校申請取次）

１ 申 請 日 年 月 日

２ 申請番号

東学 Ｅ・Ｃ・Ｏ － 更新 件

東学 Ｅ・Ｃ・Ｏ － 変更 件

東学 Ｅ・Ｃ・Ｏ － 資格外 件

合計 件

３ 受領希望日時（※必ず御希望の時間も○で囲んでください。）

月 日 希望する時間（９・１０・１１・１３・１４・１５）時

４ 更新・変更申請の一番早く特例期限が到来する日 月 日

※土日祝日の場合はその前日

【注意事項】

１ 受領希望日の、２週間前から、前々日の午前１０時までに（受領希望日前日が閉庁

日の場合は、受領希望日の直前の開庁日前日の午前１０時までに）、ＦＡＸにて予約

願います。

２ 審査終了の通知ハガキにある出頭期限日までに受領できるよう予約してください。

３ 予約状況により、日時及び受領件数等の予約調整を行うことがあります。上記４の

日を過ぎると退去強制手続が始まってしまいますので、ご注意願います。

４ 予約調整を円滑に行うため、各申請の件数及び合計件数を正確に記載願います。

また、予約調整の連絡のため、必ず連絡先及び予約担当者名を記載願います。

５ 一校が、一つの時間枠で予約できるのは２０件までとなります。

６ 申請リスト毎にまとめて予約してください。一部の者を抜き出した予約は、業務に

支障を来すため、お控えください。（予告なく、当日にお断りすることがあります。）

７ 予約の変更及びキャンセルは、必ず前日までに連絡し、了承を得てください。

事前了承のない、当日窓口での予約変更、一部キャンセル等は業務に支障を来すた

め、お受けできません。全ての当日予約を取り消し、再予約をしていただくこととな

りますので、御注意ください。
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我が国での就労を目的とする留学生の安易な受入れは、受入機関の教育活動への支障や留学生受入れ制度の信用失
墜につながることから、留学生の在籍管理の徹底について政府・大学等が一体となって対策を講じることが必要。
【対応方針の概要】

○ 在籍管理の適正を欠く大学・専門学校等について、改善が認められるまでの間、留学生への在留資格「留学」
の付与を停止。 ⇒《上陸基準省令において適切な在籍管理を要件として明文化》

○ 研究生・聴講生(注2)として専ら日本語教育を受けようとする者については、在留資格「留学」の付与を認めな
い。(注2) 研究生・聴講生は省令で定められた教育機関に入学する必要がある。⇒《上陸基準省令における研究生・聴講生の要件の見直し》

○ 大学の非正規課程、専門学校等（日本語教育機関を除く。）が実質的に日本語の予備教育課程として運用され
ないよう、入学時に高等教育機関において教育を受けるに足りる日本語能力（日本語能力試験N2相当）を求めて
いるか確認。 ⇒《上陸基準省令における専修学校等に入学するための日本語能力要件の見直し》

○ 専ら日本語教育を行う課程（大学の別科等）に留学生が入学する場合、在留資格審査(注３)で当該課程が文部科
学大臣による認定を受けていることを許可要件とする。 ⇒《上陸基準省令における専ら日本語教育を受ける者の要件の整理》
（注３） 現行の入管法令では、留学生が教育を受ける活動を行うことのできる教育機関を定めており、専修学校等（大学を除く。）が留学

生を受け入れ専ら日本語教育を行う場合、教育機関が法務省告示で定められる必要がある。

「留学」に係る上陸基準省令の改正について

「留学生の在籍管理の徹底に関する新たな対応方針」（２０１９年６月１１日文部科学省・出入国在留管理庁策定）に基
づく措置（日本語教育機関認定法施行に伴う対応含む。）として、上陸基準省令の所要の改正を行うもの。

令和５年６月に、日本語教育の水準の維持向上を図るため、大学の日本語別科・準備教育課程も含めた日本
語教育を行う教育機関について、適格性を有するものにつき、文部科学大臣が認定する制度を創設。

対応２．日本語教育機関認定法（令和５年法律第４１号）の制定（令和６年４月施行）

対応１．「留学生の在籍管理の徹底に関する新たな対応方針」の策定（令和元年６月）

【背景】平成３１年頃、一部の大学 (別科等の非正規課程 (注1)) や専門学校の留学生が多数行方不明となる事案が判明。
文部科学省及び出入国在留管理庁において、平成３１年３月から令和元年５月にかけて実地調査を行ったところ、以下の問題点が判明。

問題点１ 留学生に対する不十分な在籍管理
問題点２ 不適切な入学選考等 （注１）学位課程でないもの全般を言う。
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○ 外国人が、大学、専修学校、各種学校又は各種学校に準ずる教育機関において日本語教育を受けようとする場合、
当該機関が認定日本語教育機関であることを在留資格「留学」による受入れ要件とする。

○ 専修学校又は各種学校（日本語教育を行う場合を除く。）で受け入れる留学生の日本語能力要件のうち、日本語教育機
関での履修歴を「６月以上」から「１年以上」に変更する。

○ 留学生を受け入れる教育機関が、受入れに必要な管理体制を整備していることを要件とする。

○ 認定日本語教育機関の対象となる専ら日本語教育を行う大学の別科等、専修学校専門課程及び準備教育課程で
受け入れる留学生についても、上陸基準省令上、他の日本語教育機関と同様に取り扱う。

２．日本語教育機関認定法施行への対応

１．「留学生の在籍管理の徹底に関する新たな対応方針」への対応

○ 研究生・聴講生として専ら日本語教育を受けようとする者については、上陸基準省令上、留学を認めないものとして取
り扱う。

※ 各種見直しに当たっては、必要に応じて経過措置を設ける

「留学」に係る上陸基準省令の改正事項

※ 日本語教育機関認定法の経過措置期間に合わせ、令和６年度より５年間、
移行に伴う必要な措置を講じる

認定日本語教育機関を受入れ対象とする見直し

適切な在籍管理を要件として明文化する見直し

日本語教育のための研究生・聴講生の受入れを認めない見直し

専修学校等に入学するための日本語能力要件の見直し

（注）ここでの「日本語教育」は、日本語に通じない外国人が我が国において生活するために必要な日本語を理解し、使用する能力を習得
させるための教育をいう。

（注）これにより、一部の留学生の配偶者及び子について「家族滞在」の在留資格による入国が認められなくなるなどの影響が生じる。

専ら日本語教育を受ける者の要件を整理する見直し



 

留学生の在籍管理の徹底に関する新たな対応方針に基づく措置について（Ｑ＆Ａ） 

令和６年４月２６日策定 

出入国在留管理庁 

 

 出入国在留管理庁及び文部科学省は、多数の留学生の所在不明者を発生させた大学等へ

の調査を行い、明らかになった問題点を踏まえ、「留学生の在籍管理の徹底に関する新たな

対応方針」を策定し、令和元年６月１１日に公表しました。 

また、令和５年６月２日に「日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機

関の認定等に関する法律」（令和五年法律第四十一号。以下「認定法」という。）が公布され

ました。 

 これらを踏まえ、在留資格「留学」に係る「出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二

号の基準を定める省令」（平成二年法務省令第十六号。以下「基準」という。）及び「出入国

管理及び難民認定法施行規則」（昭和五十六年法務省令第五十四号）の一部が改正され、令

和６年４月２６日に施行されました。 

本改正の施行に伴い、在留資格「留学」の在留諸申請に関連して主に教育機関の方々から

お問い合わせの多い事項について、提出書類や疎明方法等に関するものを中心に以下のと

おりまとめましたので、外国人を受け入れるに当たっての手続等の際に参考としてくださ

い。 

 

（全般） 

Ｑ１： 今回の措置を行うこととなった経緯は何か。なぜ日本語教育機関認定法施行に伴い、

上陸基準省令の改正が必要になるのか。 

Ａ１： 平成３１年頃、一部大学や専門学校の留学生が多数行方不明となる事案が発生し、

その原因として、不十分な日本語能力で入学を認めながら教育機関が適切な在籍管

理を行っていなかったことが判明し、令和元年の対応方針では、大学の日本語別科等

を含めた日本語予備教育を行う機関と、専門教育等を行う高等教育機関等で、留学生

の上陸基準の取扱いを整理することとしました。 

日本語予備教育を行う機関については、令和６年４月に日本語教育機関認定法が

施行され、文部科学省が大学の日本語別科等を含めた日本語教育機関の認定を行う

制度が始まり、上陸基準省令においても、当該認定を受けた機関に入学することを、

専ら日本語教育を受ける留学生の要件とすることといたしました。 

専門教育等を行う高等教育機関等についても、実質的に大学学部進学のための予

備教育課程として運用されないよう、専修学校・各種学校留学生の日本語要件や聴講

生の取扱いを見直しております。 

その他、教育機関に受入機関として一定の責任があることを法令において明記す

る他、大学・専門学校の日本語教育機関の取扱いを通常のものと同様にする所要の改
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正を行っております。 

 

（基準１号について） 

Ｑ２： 「専ら日本語教育」の範囲如何。 

Ａ２：  「日本語教育」については、「日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本

語教育機関の認定等に関する法律」（令和五年法律第四十一号）で定められている「日

本語に通じない外国人が我が国において生活するために必要な日本語を理解し、使

用する能力を習得させるための教育」を指します。具体的には、進学又は就職を目的

としたものも含め、簡易な程度において施される日本語教育をいい、受入れ時の日本

語能力水準が日本語能力試験Ｎ２相当未満であるものに対し実施されるものを想定

しております。 

    また、「専ら」の目安は、修了に必要な（又は履修）授業時間数の概ね７割以上を

占めるものを想定しております。 

    これらの考え方から、国費外国人留学生や交換留学生（学生交換計画に基づき受け

入れる留学生）に対する日本語教育については、性質上、「専ら日本語教育」には当

たらないと考えておりますが、詳細な事例等については、令和６年９月３０日までに

ガイドラインで示す予定です。 

 

（基準２号の２について） 

Ｑ３： ２号の２の規定の趣旨如何。 

Ａ３：  令和元年の対応方針において、在留資格「留学」の付与停止について触れられてい

るところ、従来「在籍管理」等に関し、教育機関に受入れ機関としての一定の責任が

あることを明確に法令において規定していなかったことから、教育機関における在

籍管理の要件を上陸基準省令で明示の上、当該要件を明確に満たしていない場合に

は基準不適合とすることを想定しております。 

具体的に当該要件を明らかに満たしていないと考えられる場合については、「『不

適切な受入体制』の考え方」で示しております。 

 

Ｑ４： 教育機関側としてどのように在籍管理を行えばよいのか。 

Ａ４：  基本的には、入管法令や文部科学省の法令等、これまでに発出された各種通知やガ

イドラインに則って、適切に生徒の出席管理や資格外活動等の在留状況の把握を行

っていただければ問題ありません。 

 

（基準３号について） 

Ｑ５： 「専ら聴講による教育を受ける研究生及び聴講生」とは何か。  

Ａ５：  入管法等における扱いにおいては、「聴講」とは、学位・称号等の取得に必要なカ



 

リキュラムを受講する以外の受講形態を指します。 

    「専ら聴講による教育を受ける研究生」とは、研究活動の多寡に関わらず、在留申

請時点において、聴講により授業を受けることが予定されている研究生を指します。 

科目等履修生については、「聴講生」に含まれることに留意する必要があります。 

 

（基準５号について） 

Ｑ６： 専修学校・各種学校留学生の日本語要件である日本語教育機関における履修歴１年

という期間は適切なのか。Ｎ２相当以上の日本語能力と言えるのか。 

Ａ６： 当該履修歴については、平成２年の上陸基準省令の制定時における専修学校に入学

する者の日本語能力の実態を鑑み設けた規定であり、必ずしもＮ２以上の日本語能

力に相当するものとして設けたものではございません。 

高等教育機関に留学して日本語で専門教育を受ける者に必要な日本語能力はＮ２

相当とされており、在留審査において、日本語教育機関や学校教育法一条校での履修

歴の要件を満たしていたとしても、高等教育機関で専門教育を受けるために必要な

日本語能力を有していないことが明らかな場合、修学に必要な意思・能力を有しない

ものと見なされる可能性があります。 

 

Ｑ７： 専修学校・各種学校留学生の日本語要件である日本語教育機関における履修歴を半

年から１年に延ばす改正につき、１年間の経過措置では募集要項の改正等の準備が

間に合わず、関係者への配慮が足りないのではないか。 

Ａ７： 在留期間更新許可申請等の運用上、教育機関等における受入体制上の事情にも配慮

したいと考えており、令和８年４月２５日までの間、履修歴が半年であったとしても、

その他特段の問題がなければ、受入れを認める措置を執ることとしております。 

  

（基準６号について） 

Ｑ８： 日本語教育機関の認定制度への移行に伴い、留学生を受け入れている日本語教育機

関に対する入管庁の関与の在り方は何か変わるのか。  

Ａ８： 引き続き在籍管理の観点から実地調査等を実施していくこととなりますので、ご協

力頂きますようお願いいたします。 

 

Ｑ９： 告示日本語教育機関に関する移行措置について、法令上の記載はないのか。  

Ａ９： 法令上の記載はありませんが、日本語教育機関の告示基準等に記載のとおり、告示

日本語教育機関において令和１１年４月以降も留学生を受け入れる場合は、令和１

１年３月３１日までに文部科学大臣の認定を受ける必要があります。 

 

Ｑ１０： 告示日本語教育機関については５年後までに文部科学大臣の認定を受けなけれ



 

ばどうなるのか。 

Ａ１０： 令和１１年３月３１日までに文部科学大臣の認定を受けていない日本語教育機

関については、在留資格「留学」による外国人の受入れができなくなります。 

今後、十分に周知の上、令和１１年４月には留学生を受け入れる機関の要件として、

上陸基準省令から日本語教育機関の告示に係る規定を削除します。 

 

Ｑ１１： 文部科学大臣の認定を受けない日本語別科はいつまで受入れ可能なのか。条件は

無いのか。 

Ａ１１： 文部科学大臣の認定を受けていない日本語別科等の専ら日本語教育を行う課程

については、令和１１年３月３１日まで留学生の受入れが可能とする経過措置を設

けております。 

ただし、その対象となるのは改正省令の施行日の１年前から前日までに、現に専ら

日本語教育を行う目的で留学生を受け入れていた課程等のみとなります。 

 

Ｑ１２： 準備教育課程についても、日本語教育機関の告示基準を遵守しなければならない

のか。 

Ａ１２： 文部科学大臣の指定を受けた準備教育課程については、運用上、５年間は、引き

続き告示基準を適用しないこととしますが、旧別表第一の告示日本語教育機関の課

程と準備教育課程のいずれも有する教育機関については、旧別表第一の告示日本語

教育機関の課程について告示基準を遵守する必要があります。 

  なお、令和１１年４月以降も留学生を受け入れる場合は、令和１１年３月３１日ま

でに文部科学大臣の認定を受ける必要があります。 

 



 

「著しく不適切な受入体制」の考え方 

                                                      令和６年４月策定 
                                                     出入国在留管理庁 

                                     
  この指針は、出入国在留管理庁が教育機関による留学生 （留学の在留資格をも

って在留する者をいう。以下同じ。）の 「受入体制」について、これを 「著しく

不適切」と判断する際の考え方を示すものである。 
  「留学」の在留資格に該当する活動は、本邦の教育機関において教育を受ける

活動であり、出入国管理及び難民認定法 （以下 「入管法」という。）別表第一の

四の表の下欄に規定されている。また、法務省令において、本邦に上陸しようと

する外国人が適合すべき基準が規定されており、在留資格 「留学」に係る基準２

号の２の 「申請人が教育を受けようとする教育機関が、当該教育機関において教

育を受ける外国人の出席状況、法第十九条第一項の規定の遵守状況、学習の状況

等を適正に管理する体制を整備していること」の規定に適合していない場合に

は、外国人の上陸は認められないこととなる。 
そこで、申請者及び関係者の予見可能性を高めるため、教育機関による留学生

の受入体制が 「著しく不適切」と判断される場合について、以下のとおり例示す

る。 
なお、関係省庁等から留学生を受け入れる教育機関の受入体制が 「著しく不適

正」である旨の通報がある場合、当該事由に基づき、関係省庁等において教育機

関名の公表に至った場合、教育機関への処分が行われた場合においても、改善が

認められるまでの間、上陸基準に適合しないものとして取り扱う。 

         
１．出席状況を適正に管理していない場合 

留学生の出席状況又は退学 ・除籍の状況を適切に管理していないことにより、

教育を受ける活動を適正に行っているとは認められない留学生等 （除籍 ・退学

者、行方不明者を含む。以下同じ。）が相当数発生し、改善が見込まれない状

況である場合については、「出席状況を適正に管理する体制を整備していない」

と判断される。 

 
２．資格外活動の状況を適正に管理していない場合 

「法第一九条第一項の規定の遵守状況を適正に管理する体制」を整備してい

ない状況とは、留学生の資格外活動の状況について適切に管理していないこと

により、教育を受ける活動を適正に行っているとは認められない留学生等が相

当数発生しているにも関わらず、法第一九条第一項の規定の遵守状況の確認や

改善指導等を行わず、改善が見込まれない状況である場合等が想定される。 
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３．学習の状況等を適正に管理していない場合 

   下記のいずれかに該当する事実が認められ、教育を受ける活動を適正に行

っているとは認められない留学生等が相当数発生し、改善が見込まれない状

況である場合については、「学習の状況等を適正に管理する体制を整備してい

ない」と判断される。 
・ 留学生の収容定員数又は在籍者数に過度な増加があること 
・ 各教育課程において授業を受けるために最低限必要な日本語能力を有

しない者を多数受け入れていること 
・ 仲介者の有無や経費支弁能力の確認が不十分であること 
・ 留学生の受入規模に見合わない脆弱な組織体制や適切さに欠ける修学

環境であること 
・ その他、留学生が教育を受ける活動を適切に行っているとは認められな

い状況にあること 

 
４．留学生に対し、人権侵害行為を行い、また法令に違反する行為を唆し、若し

くは助けている場合 

留学生に対する人権侵害行為及び法令違反教唆 ・幇助行為については、発生

した時点で留学生の安定的な在留に著しく支障を及ぼし、既に受入機関として

の適格性が失われていると考えられることから、「学習の状況等を適正に管理

する体制を整備していない」と判断される。 

当該行為が、①教育機関の設置者によって実行されていた場合、②教育機関

内である程度組織的に行われていた場合、③一教員や一職員の行為ではあるが

組織として黙認されていたような場合には、教育機関がこれらの行為をしたも

のと評価される。 

「人権侵害行為」には、旅券や在留カードの取上げ、合理的な理由なく留学

生の意に反して除籍 ・退学 ・帰国等させる行為、進学や就職のために必要な書

類を発行しないなど留学生の進路選択を妨害する行為、留学生に対する暴力、

セクシャルハラスメント、人種差別的言動等が含まれる。 

「法令に違反する行為」とは、出入国管理法令に定める違反行為の他、犯罪

行為を含めた法令に違反する行為が含まれる。 

  
５．教育を受ける活動を適正に行っているとは認められない留学生が相当数存

在する場合であって、その状況を是正する措置が適切にとられていないとき 
   教育を受ける活動を適正に行っているとは認められない留学生が相当数存

在し、その状況を是正する措置が適切にとられていない場合、既に改善が見込



 

まれない程度の状況の悪化が生じていると考えられることから、「学習の状況

等を適正に管理する体制を整備していない」と判断される。 

   「教育を受ける活動を適正に行っているとは認められない留学生」とは、例

えば、授業の大半を居眠りや学習以外の行為をして過ごしていた者、授業に出

席せずアルバイトを行っている者等を指す。 

「教育を受ける活動を適正に行っているとは認められない留学生が相当数

存在する場合」に該当するか否かについては、当該留学生の数のみで判断され

るものではなく、地方出入国在留管理局において必要な調査を行った上で、当

該留学生の受講状況等、個別の状況を踏まえて判断されるものである。その判

断基準の例として、 

   ・ 全ての留学生の６か月間出席率の平均が７割を下回ること 

・ 一暦年中に入学した留学生の３割以上が、在留期間の更新又は在留資格

の変更を受けないで在留期間を経過して本邦に在留するに至ること 

  などが挙げられる。 

   



 申請人の方から依頼を受けた所属機関、公益法人又は登録支援機関等

の職員の方は、在留申請オンラインシステムを利用して、オンライン

で申請することができます。

 オンラインで申請した場合、多くのメリットがあります。

 本ガイドをご覧いただき、オンライン申請をぜひご利用ください！

オンラインによる在留手続
スタートアップガイド
～所属機関等の職員～

こんなメリットがあります！

① 地方出入国在留管理局の窓口に出向く必要はありません。
※システムの利用に必要な利用者申出は郵送又は窓口での手続が必要です。

② 自宅やオフィスから、２４時間、３６５日申請可能です。
※年に数回メンテナンスのために停止する場合があります。

③ システムの利用料金はかかりません。

④ カテゴリー３の所属機関のうち、カテゴリー３に該当

することを証明する文書を提出した上で利用申出が承認

された機関については、カテゴリー２に該当するため、

提出資料が大きく簡素化される場合があります。

雇用
契約書

不要

登記事項
証明書

不要
決算文書
の写し

不要

卒業
証明書

不要

⑤ 在留カードを郵送でも受領できます。

まずはこちらをご準備ください

① 申請等取次者証明書
公益法人又は登録支援機関の職員の方は必ず必要です。
 申請等取次者とは？

② パソコン

スマートフォンは対応していません。インターネット接続ができるパソコン
で、ブラウザは「ＧｏｏｇｌｅＣｈｒｏｍｅバージョン７２」を利用できる
必要があります。

申請人 所属機関等
の職員の方

郵送申請依頼

在留申請
オンラインシステム

オンラインによる在留手続のPRキャラクター
「らすっぴ」

https://www.moj.go.jp/isa/applications/guide/nyuukokukanri07_00262.html


１ 利用できる方

① 所属機関の職員の方（注１）※技能実習(団体監理型）の場合は、監理団体の職員の方。

② 弁護士・行政書士の方（注２）

③ 外国人の円滑な受入れを図ることを目的とする公益法人の職員の方（注１）

④ 登録支援機関の職員の方（注２）

⑤ 外国人本人

⑥ 法定代理人

⑦ 親族（配偶者、子、父又は母）（注３）

（注１）所属機関の職員の方は、申請等取次者としての承認を受けている又は承認要件を満たす

必要があります。

（注２）地方出入国在留管理局において、申請等取次者として承認を受けている必要があります。

（注３）原則、申請人が１６歳未満の場合又は疾病その他の事由により自ら申請できない場合に

限り、申請できます。

オンラインによる在留手続の概要

３ 対象となる在留資格

「外交」「短期滞在」を除く全ての在留資格

（例）技術・人文知識・国際業務
技能
留学
技能実習
特定技能
日本人の配偶者等
定住者
など

 申請等取次者とは？

 利用者ごとの申請可能な手続はこちら。

利用可能な申請種別及び在留資格（対象範囲）はこちら。

２ 対象となる手続

① 在留資格認定証明書交付申請

② 在留資格変更許可申請

③ 在留期間更新許可申請

④ 在留資格取得許可申請

⑤ 就労資格証明書交付申請

⑥ 再入国許可申請（②～④と同時に行う場合のみ）

⑦ 資格外活動許可申請（②～④と同時に行う場合のみ）

https://www.moj.go.jp/isa/applications/guide/nyuukokukanri07_00262.html
https://www.moj.go.jp/isa/content/001369137.pdf
https://www.moj.go.jp/isa/content/001351658.pdf


２ 対象となる手
続

オンラインで在留手続を行うためには、まずは最寄りの地方出入国在留管理官署へ

在留申請オンラインシステムを利用するための「利用申出」を行ってください。

利用申出の承認を受けるためには、利用規約に同意いただくほか、承認要件を満た

している必要があります。

必要書類や承認要件については、出入国在留管理庁ホームページ「所属機関・公益

法人・登録支援機関の職員の方」をご覧ください。

Step1 利用申出 Step2 Step3

Step1 Step2 オンラインでの申請 Step3

利用申出が承認されたら、在留申請オンラインシステムを利用して申請を行います。

① 承認メールからパスワードを設定すると認証IDが通知されますので、認証IDとパス

ワードを入力して在留申請オンラインシステムにログインします。

② ログイン後、申請情報を入力します。

（注１）一括申請用テンプレートファイルを利用すれば、一度に複数の方の申請が可能です。

③ 申請情報の入力後、顔写真と資料（日本での活動内容（在留資格）に応じた資料）を

添付してください。

（注２）添付する資料は、ＰＤＦ形式で、パスワード・印刷禁止・コピーペースト禁止等の設定はしないで

ください。

オンラインによる在留手続の流れ（所属機関等の職員）①

利用申出書（別記様式）及び必要書類
を最寄りの地方出入国在留管理官署へ
提出してください。（郵送又は窓口）

審査の結果、利用申出が承認された場合は、
承認メールが送信されます。

在留申請
オンライン
システムで
申請可能

審査 承認メール郵送等

地方出入国在留管理局

利用申出の流れ

 添付資料が１０MBを超える場合はこちらのQ４ｰ３をご確認ください。

④ 資料等を添付したら、申請情報一覧の画面から申請する案件を選び、申請ボタン

を押すと申請が完了します。申請が完了したら、受付番号等が記載されたメール

が送信されます。

https://www.moj.go.jp/isa/applications/guide/10_00114.html
https://www.moj.go.jp/isa/applications/guide/online-QA.html


 審査が終了したら、結果がメールで通知されます。

 許可の場合は、在留カード等を送付しますので、お持ちの在留カードや

手数料納付書、返信用封筒等の必要な資料を提出してください。

 新しい在留カード等が郵送されますので、受領した在留カード等を申請

人の方に渡してください。

（注）旅券に証印シールを貼付する必要がある方は、窓口にお越しいただきます。

Step1 Step2 Step3 結果の受領

オンラインによる在留手続の流れ（所属機関等の職員）②

オンラインによる在留手続の流れは以上です。

オンライン申請をぜひご利用ください。

オンラインによる在留手続のＰＲキャラクター
『らすっぴ』

皆様のご意見を踏まえ、見直しました！

③ これまでは所属機関（法人単位）ごとに、利用申出や定期報告の際にカテゴ
リーを立証する資料を求めていましたが、今後は、カテゴリー１や２の機関は
引き続き、オンライン申請時にカテゴリーを立証する資料の提出を不要とする
ため、カテゴリーを立証する資料を求めつつ、カテゴリー３の機関の場合、カ
テゴリー２と同様の資料をもって申請を行うことを希望する機関の場合にのみ
提出を求めるよう見直しました。

① 監理団体の職員の方が、これまで利用申出や定期報告の際に提出いただいて
いた「傘下実習実施者リスト」は、提出不要となります。

② 公益法人の職員の方や登録支援機関の職員の方は、これまで依頼を受けた所
属機関（法人単位）ごとに複数の認証ＩＤを取得する必要がありましたが、公
益法人の職員の方や登録支援機関の職員の方に固有のＩＤを取得できるように
見直しました。

★詳しい利用案内は、こちらをご覧ください。

★詳しい申請等の操作マニュアルは、こちらから。

※ これまでと同様に、所属機関（法人単位）からオンラインでの代行に係る
依頼を受けている必要があります。そのため、依頼書や誓約書については、
複数の所属機関（法人単位）から依頼を受けている場合は所属機関（法人単
位）ごとに提出する必要があります。

https://www.moj.go.jp/isa/content/001368972.pdf
https://www.moj.go.jp/isa/content/001369283.pdf


https://www.moj.go.jp/isa/applications/guide/onlineshinsei.html

オンラインによる在留手続に関する詳細については、

出入国在留管理庁ホームページをご覧ください。

Ｑ５．オンラインで申請を行った場合は、申請中（特例期間中を含む）であることはどのように

証明すればいいですか？

Ａ５．申請受付が完了した翌日に申請受付番号がメールで通知されますので、申請人である外国

人本人に、在留カードに加えてその受付完了メールを携行するようお伝えください。

Ｑ６．公益法人や登録支援機関の場合で、新規利用申出が承認された後に、新たな機関からオン

ライン申請の代行に係る依頼を受けた場合、どうすればいいですか？

Ａ６．新規利用申出を行った地方出入国在留管理局宛てに、簡易書留による郵送又は窓口への持

参により、依頼書（任意様式（※参考様式８））及び誓約書（別記第２号様式）を提出し

てください。

Ｑ７．登録しているメールアドレスを変更したいのですが、どうすればいいですか？

Ａ７．在留申請オンラインシステムにログインし、「利用者情報更新画面」でメールアドレスを

変更してください。

Ｑ１．外国からオンラインで申請することはできますか？

Ａ１．外国からはシステムにアクセスできません。なお、外国のＩＰアドレスが設定されている

場合は、日本国内からでもログインできませんので、ご留意ください。

Ｑ２．入力した内容に誤りがあることが分かりました。どうしたらよいですか？

Ａ２．申請を受け付けた地方出入国在留管理局にご連絡ください。

Ｑ３．携帯電話やスマートフォンからオンラインで申請はできますか？

Ａ３．画面が正しく表示されない等の可能性がありますので、ＰＣでの利用を推奨します。

なお、ブラウザは「Google Chrome ver72」を前提としており、他の環境での動作は保

証しておりません。

Ｑ４．在留申請オンラインシステムのパスワードを忘れてしまった場合、どうすればよいですか。

Ａ４．在留申請オンラインシステムのログイン画面の「パスワードを忘れた場合」から再設定し

てください。

https://www.moj.go.jp/isa/applications/online/online_guidance.html
https://www.moj.go.jp/isa/applications/online/online_guidance.html
https://www.moj.go.jp/isa/about/region/index.html


2025年4月1日から

在留資格の変更や在留期間の更新などに必要な手数料が改定されます。
なお、２０２５年３月３１日までに受付した申請については、当該申請に係る許可又は交付が
４月１日以降となっても、改定前の手数料による納付となります。

外国人の在留手続等
に関する手数料が
改定されます。

在留資格変更許可 窓口
オンライン
窓口

窓口
オンライン

窓口
オンライン

在留期間更新許可

永住許可

再入国許可（数次）

就労資格証明書の交付

特定登録者カードの交付
特定登録者カードの再交付

再入国許可（１回限り）

手続 改定前手数料 改定後手数料
手数料改定の例

6,000 円4,000 円

4,000 円
8,000 円
3,000 円

6,000 円

1,200 円
2,200 円
1,100 円

5,500 円
6,000 円
5,500 円
10,000 円
4,000 円

4,000 円

3,500 円
7,000 円
6,500 円
2,000 円

2,000 円

1,600 円

窓口
オンライン
窓口

窓口
窓口

オンライン

https://www.moj.go.jp/isa/applications/online/onlineshinsei.html
About Online Application

https://www.moj.go.jp/isa/
Immigration and Immigration Control Agency Home Page TOP

◀ 出入国在留管理庁 ホームページTOP

オンライン申請について ◀ 
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